
評価調査結果要約表

1. 案件の概要

国名：パラグアイ共和国
案件名：パラグアイ南部看護・助産継続教育強化プロジェクト
分野：保健医療
援助形態：技術協力プロジェクト
所管部署：人間開発部
協力期間：2001年2月20日～2006年2月19日
先方関係機関：厚生省
日本側協力機関：厚生労働省、国立国際医療センター、聖マリア病院、天使大学

1-1 協力の背景と概要

パラグアイ国政府は、社会福祉厚生省を中心として、全ての国民が高品質かつ平等な保健医療
サービスを受けられる社会を目指して保健医療政策の改革を行っているが、その中でもパラグ
アイ国南部3県（ニェンブク、ミシオネス、イタプア）は、農村人口の割合が高く、人口が散
在しているため医療改革の遅れが顕著となっている。パラグアイ国政府は、南部3県における
保健医療サービス増進の鍵は、看護ならびに産科分野の人材育成であるとの認識を持ちつつ
も、前述の人口状況に加え、既存の研修システムを絡めた人材育成制度見直しが複雑なもので
あるため、同分野における効果的なアプローチの策定と実施に係る協力を日本政府に要請して
きた。

同要請に基づき2001年2月にプロジェクトが開始され、2002年5月末に派遣した運営指導調
査団による現地協議において、プロジェクト対象地域の変更に関する合意が得られ、南部2県
（ニェンブク、ミシオネス両県）を中心とした活動を展開することとなった。

1-2 協力内容

（1）上位目標：

パラグアイ国南部（ニェンブク県、ミシオネス県）の母子保健医療サービスが強化され、質
が向上する。

（2）プロジェクト目標：

パラグアイ国南部（ニェンブク県、ミシオネス県）で母子保健サービスに関する看護および
助産人材の継続教育システムが確立され機能する。

（3）成果：

1. 看護・助産人材に対する継続教育プログラムが作成・実施される。
2. 看護・助産人材に対する継続教育プログラムが持続的かつ効果的に運営されるための機構

が設立され、機能する。
3. 看護・助産の継続教育研修のモニタリング・評価制度が確立され、実施される。
4. 看護・助産の継続教育システムが持続・展開されるための環境が整えられる。
5. プロジェクトの継続的なモニタリング・評価制度が確立され、実施される。

（4）協力活動内容：

1-1 県ごとに既存の継続教育プログラムを確認する。
1-2 県ごとの看護助産の既存プログラム及び現状を分析し、優先順位を付ける。
1-3 継続教育研修カリキュラムを作成する。
1-4 教材を作成する。
1-5 研修コース指導者を養成する。



1-6 継続教育研修コースを実施する。

2-1 中央レベルで委員会を設立し、運営する。
2-2 対象県で実施委員会を設立し、運営する。
2-3 プロジェクトに直接関係する人材の研修を行う。

3-1 看護・助産人材のデータベースを作成し、維持する。
3-2 継続教育研修のモニタリング制度を確立し、整える。
3-3 研修の評価制度を確立し、実施する。
3-4 評価結果に従い、継続教育研修の内容を改善する。

4-1 継続教育研修の内容について、厚生省の認可を得る。
4-2 看護・助産の継続教育の実施・維持のために関係当局の支援を取り付ける。
4-3 異なるレベルにおいてプロジェクト活動の広報を行う。

5-1 プロジェクトのモニタリング・評価を行う。

（5）投入（評価時点）

日本側：
長期専門家：10名（チーフアドバイザー、業務調整、助産、研修マネージメント等）
短期専門家：8名（看護教育、評価モニタリング等）
第三国専門家：1名（小児看護）
研修員受入：10名
機材供与：約55,205千円（コンピュータ機材、車輌、看護・助産演習セット等）
その他現地活動：約45,045千円（研修活動、施設等整備、各種調査等）

相手国側：

カウンターパートの配置：厚生省本省5名程度及び各県レベル8名程度
施設：厚生省内にプロジェクトオフィス、県レベルで作業用スペース・研修スペース
提供
ローカルコスト負担：施設の維持管理に係る経費、供与機材の維持管理に係る経費等

2．評価調査団の概要

調査者（担当業務：氏名 所属）

総括：斎藤寛志 国際協力機構 パラグアイ事務所 所長
武田浩幸 国際協力機構 パラグアイ事務所 次長
福井康 国際協力機構 パラグアイ事務所 所員
後藤博文 国際協力機構 パラグアイ事務所 所員

調査期間：2004年8月26日～2004年9月2日

評価種類：中間評価

3. 評価結果の概要

3-1 評価結果の要約

（1）妥当性

パラグアイ国家開発計画のうち、保健分野において本プロジェクトは「サービス領域の拡
大」、「リプロダクティブヘルスの改善」、「小児保健の改善」、「保健サービスの地方分
権化」の項目に対して貢献できる。また、厚生省による国家保健政策及び同政策に基づいた
短期的アクションプランにおいても、プロジェクト活動との整合性が確認でき、プロジェク
トは、パラグアイ国保健政策における高い優先度と整合性を有しているといえる。

（2）有効性



プロジェクトへの投入が順調に行われた結果、PDMにおける各成果レベルでの目標達成の見
込みは非常に高くなっている。

他方、現行PDMではプロジェクト目標が「継続教育システムの確立・機能」であるのに対
し、設定された指標は「計画の立案能力（または機能）」を示しているに過ぎず、因果関係
に不整合があることが認められた。また、県レベルでの研修活動展開のみでは、継続教育制
度の確立は困難であると考えられ、現行PDMに示されている活動を実施し、順調に成果を出
したとしても、継続教育制度の確立にはつながらない可能性が非常に高い。

（3）効率性

本プロジェクトの投入では、長期日本人専門家と現地研修活動が核になっており、必要以上
の多数の短期専門家、高価な高度医療機材や大規模な施設建設などは投入されていない。技
術協力プロジェクトとして適切な投入がなされており、現在プロジェクト活動において着実
に各成果の発現に繋がっていることから、これら投入の効率性は高かったといえる。

（4）インパクト

プロジェクト活動が当初計画以上の順調な進捗を見せていることから、ニェンブク及びミシ
オネスの両県に加え、隣接県（イタプア県及びカアサパ県）のプロジェクト活動への参画が
パラグアイ国厚生省から要請されている。これにより、本プロジェクトによる直接受益者
（看護職・助産職）は、386名から829名へ増加し、間接受益者（地域住民）
は、180,371名から783,022名（パラグアイ国人口の約15％に相当）へ増加が見込まれ
る。

しかしパラグアイ国において、基礎教育と継続教育の境界線となる、資格・登録のための全
国レベルの検定制度が存在しないことは、看護･助産職に関する各種養成機関（大学など）
で提供される教育の質の低下をきたす要因となっている。このことは、現職看護･助産人材
への継続教育の効率及び効果を低減させ、上位目標達成のための阻害要因となり得る。

（5）自立発展性

本プロジェクトでは、「継続教育システムの確立・機能」のため、対象地域における看護・
助産人材の育成を目的とした研修プログラムの実施に重点を置いた協力を行ってきた。

しかしパラグアイ国においては、看護・助産人材のための継続教育が制度化されていないこ
とから、今後の自立発展性確保のためには、上記への取り組みが不可欠である（現行のプロ
ジェクト活動には含まれていない）。

3-2 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

パラグアイ国の国家開発目標と高い整合性を有したプロジェクトであり、協力対象地域がパ
ラグアイ国内でも保健分野の立ち遅れた地域であったことから、厚生省及び各県より積極的
な協力を得ることが可能となった。

（2）実施プロセスに関すること

2003年以降日本人専門家チームの拡充と、パラグアイ国側からの積極的な人材拠出によ
り、安定したプロジェクト運営体制が維持され、積極的なプロジェクト活動が可能となっ
た。また上記体制の下、看護・助産研修が当初計画を上回る速度で進捗を見せたことで、現
場のカウンターパートたちの意欲が高まった。

3-3 問題点及び問題を惹き起こした要因

（1）計画内容に関すること

3-1（2）有効性の検証部分で記述したとおり、現行PDMにおいては、指標を満たした状況



が、プロジェクト目標が達成された状況となるように設定されておらず、プロジェクト・デ
ザインに不整合がある。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクト初年度及び2年目においては、日本側・パラグアイ側双方において人事交代が
ある等、プロジェクト運営における不安定要素があり、具体的な活動の開始までに至らず、
主に準備活動を行っていた。

3-4 結論

現在、プロジェクトはPDMに基づいた活動を順調に行っており、当初期待された成果について
も、ほぼその目標（指標）を達成しつつある。

ただし、プロジェクト目標「継続教育システムの確立・機能」を達成するためには、現在の
PDMの不整合を修正するため、各成果とプロジェクト目標の因果関係を再検証すると共に、プ
ロジェクト目標の指標の再設定を行う必要がある。

3-5 提言

（1）プロジェクト・デザインに下記の「成果（及びそれに伴う諸活動）」を追加する。

1. 「看護・助産職者に対する検定制度導入のための協力」
活動：厚生省との協力のもと、新卒看護助産職に対する検定内容作成、合格者の登録
システム作成を行い、検定制度の枠組みを提示する。

2. 「看護・助産職者に対する継続教育の制度化のための協力」
活動：厚生省との協力のもと、継続教育カリキュラムの作成、研修プログラム、教
材、評価モニタリング等一連の継続教育制度のコンテンツを作成する）

（2）パラグアイ国政府から提出された協力対象地域拡大の要望に鑑み、現在のプロジェクト
対象2県にイタプア県、カアサパ県を加え、同地域での研修実施を通じて、プロジェクト効果
の定着と普及･拡大を行う。プロジェクトの効率性の観点から、これまでの2県での研修実施を
通じて確立した実施体制、教材、方法を用いることで追加2県の実施コストを軽減する。ま
た、これまでの2県については、パラグアイ国側の拠出（人的拠出含む）を増やすことで、プ
ロジェクト終了後の自立発展を目指すと共に、対象地域の追加に伴う日本側投入の過大な負担
増を回避する。

（3）上位目標「サービスのケアの質の向上」を「サービスの向上」と平易な表現に変更す
る。また、上位目標はプロジェクト終了後3～5年時点を想定していることから、2011年時点
での目標に修正する。


